
宮崎県農地中間管理事業支援基金に係る基本的事項の公表

１ 基金の名称
宮崎県農業構造改革支援基金

２ 基金の額
（１）農地中間管理機構事業に係る事業資金

年度 内容 金 額 国費相当額
平成２５年度 積立 ２８２,６７２,０００ ２８２,６７２,０００
平成２６年度 積立 ３８６,０９０,２７５ ３８６,０９０,２７５

取崩 １９０,０００,０００ １９０,０００,０００
平成２７年度 積立 １０,５９０,１２４ １０,５９０,１２４

取崩 ４,５７１,３９８ ４,５７１,３９８
平成２８年度 積立 ３１３,９９５,３００ ３１３,９９５,３００

取崩 ４９３,７２７,１３０ ４９３,７２７,１３０
平成２９年度 積立 ２５２,３８９,７４０ ２５２,３８９,７４０

取崩 ３７９,７０４,７４２ ３７９,７０４,７４２
平成３０年度 積立 ２０４,４３２,６７３ ２０４,４３２,６７３

取崩 ３３６,０３７,５６６ ３３６,０３７,５６６
令和元年度 積立 ２０,３５６,７５６ ２０,３５６,７５６

取崩 ０ ０
計 ６６,４８６,０３２ ６６,４８６,０３２

（２）機構集積協力金交付事業に係る事業資金
年度 内容 金 額 国費相当額

平成２５年度 積立 ３２０,７０３,０００ ３２０,７０３,０００
平成２６年度 積立 ６１２,１０１,４３４ ６１２,１０１,４３４

取崩 ６６,４００,０００ ６６,４００,０００
平成２７年度 積立 ２,８２４,１３７ ２,８２４,１３７

取崩 ７３２,１１０,０００ ７３２,１１０,０００
平成２８年度 積立 ２２３,３０４,９６１ ２２３,３０４,９６１

取崩 ３６０,４２３,５３２ ３６０,４２３,５３２
平成２９年度 積立 ９６,１８６,６２１ ９６,１８６,６２１

取崩 ８５,２４１,８００ ８５,２４１,８００
平成３０年度 積立 １２,６５３,２４５ １２,６５３,２４５

取崩 １０,９４９,２８０ １０,９４９,２８０
令和元年度 積立 ０ ０

取崩 ０ ０
計 １２,６４８,７８６ １２,６４８,７８６

（３）農地台帳システム整備事業に係る事業資金
年度 内容 金 額 国費相当額

平成２５年度 積立 ５６,３４６,０００ ５６,３４６,０００
平成２６年度 積立 ８,４８０,３６３ ８,４８０,３６３

取崩 ５６,３４６,０００ ５６,３４６,０００
平成２７年度 積立 ９８３,２３９ ９８３,２３９

取崩 ９,４６３,６０２ ９,４６３,６０２
計 ０ ０



３ 基金事業等の概要
（１）農地中間管理機構事業

担い手への農地の集積・集約化を促進するため、農地の中間的受け皿となる農地
中間管理機構を設置し、借受希望者の公募や借受農地の保全管理、農用地利用配分
計画の策定など、農地の借り受け、貸し付けに係わる業務を実施する。

（２）機構集積協力金交付事業
担い手への農地の集積・集約化を促進するため、農地中間管理機構に農地を貸し

付けた地域及び農地の出し手に対して協力金を交付する。
（３）農地台帳システム整備事業

担い手への農地の集積・集約化を促進するため、農業委員会による農地情報の公
開及び農地台帳の電算化・地図化を行う。

（４）事業関係通知
①農地集積・集約化対策事業実施要綱
②農地集積・集約化対策事業費補助金交付要綱
③宮崎県農地中間管理機構支援事業費補助金交付要綱

４ 基金事業を終了する時期
平成３６年度（予定）

５ 基金事業の目標
平成３５年度に担い手が利用する耕地面積を全耕地面積の８割とする。

６ 給付対象となる事務又は事業
（１）農地中間管理機構事業

①採択に当たっての申請方法
農地集積・集約化対策事業実施要綱(平成２６年２月６日付け２５経営第３１３９
号農林水産事務次官依命通知、以下「実施要綱」という。)の第６の３の(1)参照

②申請期限
随時

③審査基準
実施要綱の別紙「都道府県基金事業実施に当たっての条件」等参照

④審査体制
担当部局において審査

（２）機構集積協力金交付事業
①採択に当たっての申請方法
「実施要綱」の第６の３の(2)参照

②申請期限
毎年度１２月末

③審査基準
実施要綱の別紙「都道府県基金事業実施に当たっての条件」等参照

④審査体制
担当部局において審査


